
ドライバーの知覚所要時間更新過程を考慮した情報提供下における交通量配分シミュレーション分析* 
 

Traffic Assignment Simulation Analysis considering the Drivers’ Travel Time Perception Updating Process 
under the Travel Time Information * 

 

中平恭之**・廣畠康裕***・コブピーロン**** 
By Yasuyuki NAKAHIRA**・Yasuhiro HIROBATA***・Phyrum KOV**** 

 

１．はじめに 

 

近年の交通量配分に関する研究は、確定的あるいは確

率的な均衡配分手法を主な手段として発展してきた。確

定的な均衡配分手法では、ドライバーは常に利用可能な

経路について完全な情報を得た上でドライバーの意思決

定がなされるという仮定に基づいたモデル構築がなされ

る。つまり、ドライバーの意思決定行動に強い合理性を

仮定していると言える。しかし、現実にはドライバーの

意思決定プロセスは多くの不確実性を含むものであり、

不確実性を考慮したモデルの構築が必要である。また、

確定的均衡配分手法の仮定を緩めた確率的均衡配分手法

では、利用者間での選択行動のばらつきを考慮している

ものの、所要時間の不確実性は明示的に考慮されておら

ず、日々の繰り返し経験の蓄積によるday-to-dayの意思

決定プロセスが明示的に考慮されていないなどの問題が

残されている。本研究では、OD 交通需要量が日々変化

しているという不確実な交通状況を設定し、その状況下

において交通行動が繰り返されるときの交通量配分シミ

ュレーションモデルを提案する。本研究で対象とする交

通状況は、突発的な事故や道路工事などの非日常的に発

生する交通状況ではなく、日常的に発生していると想定

される交通需要量が変動する状況である。 

 これまで交通需要の変動を考慮した研究はいくつか行

われている。中山・高山ら１）は、交通需要が確率的に変

動する場合の確率的ネットワーク均衡モデルを提案して

いる。そのモデルでは、OD交通量が負の二項分布また

はガンマ分布に従うと仮定した場合の均衡条件を定式化

し、解の性質についても明らかにしている。また、構築

したモデルを金沢市の道路ネットワークに適用し、モデ

ルの妥当性を検証するとともに、救急車に最短旅行時間

の経路を提供する場合を想定し、情報提供による旅行時 
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間の短縮効果を分析している2)。また、若林・飯田ら３）

は、OD交通需要量が正規分布に従って確率的に変動す

るものとしてリンク信頼度を推定する方法を提案し、シ

ミュレーションモデルを通じてその有効性を検討してい

る。これらの研究以外にも朝倉・柏谷ら４）やClark・
Watlingら５）６）は、交通需要の確率変動を考慮したモデ

ルを提案している。これらの研究では、所要時間の不確

実性の原因の一つと考えられる交通需要の確率変動の存

在を考慮しているものの、ドライバーの経路選択意識に

関わる知覚形成過程が明示的に取り扱われていない。小

林・井川７）は、経路選択を繰り返すドライバーの学習行

動について明示的に考慮した合理的期待形成仮説を設け、

経路誘導情報の提供がドライバーの期待形成と経路選択

行動に与える影響を把握するため、経路選択・期待形成

モデルを提案している。しかし、ネットワークの不確実

性の主要因と考えられるOD交通需要の変動については

考慮されていない。田中・小川ら８）は、交通情報を提供

する前後の知覚所要時間をベイズの定理を用いて表現し

た経路選択モデルを提案している。そのモデルを用いて

知覚所要時間と所要時間情報およびその不確実性がドラ

イバーの経路選択行動に与える影響について分析されて

いるものの、情報提供がネットワーク・パフォーマンス

に及ぼす影響を定量的に把握するための交通量配分モデ

ルの拡張までは至っていない。 
また、情報提供下での交通量配分に関する研究は、上

記の研究以外にもこれまで数多くなされてきた。吉井・

桑原９）は、リアルタイムな情報提供がされる場合とされ

ない場合のシミュレーションモデルを構築し、情報提供

による効果がある場合と逆効果になる場合とがあること

を明らかにしている。また、溝上・本田１０）はVICS情報

を利用するか否かによってドライバーを経路知覚所要時

間の異なる 2 種類のセグメントに分割し、VICS情報提

供下での交通需要予測と効果計測モデルを提案している。

構築したモデルを用いた数値シミュレーション分析によ

り情報提供システムの導入効果について検討している。

しかし、情報提供効果を評価する上で、ある設定された

条件下で得られた結果についてのみ考察されているもの

が多く、様々な条件下による結果について詳細に検証す

る必要がある。 
 著者らはこれまでに所要時間の不確実性の原因の一つ



であるOD交通需要の外生的確率変動の存在に着目し、

そのような交通環境下で所要時間情報が提供されるとい

う状況において交通行動が繰り返されるとき、経路状態

が日々どのように推移し、利用者の知覚所要時間分布が

どのように形成されるのかを把握するための交通量配分

モデルを構築し、単純なネットワークを対象として数値

的な検討を行ってきた１１）。しかしながら、それらは一

定のモデル・パラメータの下での検討にとどまっており、

一般性を有するとは言えない。 
そこで、本研究では、情報提供が利用者行動とネット

ワーク・パフォーマンスに及ぼす影響に関してより一般

性を有する知見を得るために、知覚所要時間分布の形成

過程や経路選択行動にドライバーの同質性を仮定した場

合と仮定しない場合、つまりドライバーを集計単位また

は個人単位で扱う場合の交通量配分モデルを構築し、そ

のモデルを用いて経路特性や交通需要とその変動特性に

かかわるパラメータを変化させたときのシミュレーショ

ン結果について、情報提供される場合とされない場合と

の比較を通じた評価を行う。また、ドライバーを集計単

位で扱う場合と個人単位で扱う場合の結果の違いについ

ても評価する。ここで、同質性の仮定を設定するのは、

シミュレーションの操作性を向上させ、一般的に容易に

利用できるモデルを構築できる可能性があるものと考え

ているためである。一方、同質性を仮定しない場合には、

ドライバーを個人単位で扱うことで、ドライバーの知覚

形成過程やネットワークの状況をより詳細に分析するこ

とが可能となる。なお、以下ではドライバーを集計単位

で扱う場合を「同質性を仮定した場合」、また個人単位

で扱う場合を「同質性を仮定しない場合」とする。 
 
２．ドライバーの行動仮説 

 

本研究では、ドライバーの行動は、日間変動する OD
交通需要量に応じて形成されるドライバーの知覚所要時

間分布に基づく不確実性下での意思決定行動であると仮

定する。その概念図を図－1に示す。 
自宅出発前時点のドライバーは、OD 交通需要量が日

間変動するという状況下で、自らの過去の走行経験の蓄

積を通じて形成している各経路の情報獲得前時点の知覚

所要時間分布（事前知覚所要時間分布）を基に予定経路

を決定している。また、情報提供システム（情報提供主

体）は、実現所要時間の蓄積とOD交通需要量の実現値

とから、その日の経路交通状況に対応した予測所要時間

を推定しドライバーに提供する。次に、ドライバーは、

情報提供システムから提供された所要時間情報を獲得す

ると、獲得した所要時間情報と事前知覚所要時間分布と

から新たな知覚所要時間分布を形成し、それに対応した

最適な経路を決定し行動を開始するものとする。 

なお、情報提供システムから提供される情報としては、

時々刻々と変化する交通状況をリアルタイムに提供する

方法と、数分または数時間先の交通状況を時々刻々の交

通状況と時刻別交通状況の日間変動とから予測して提供

する方法があるが、以下では後者の提供方法を想定した

モデル構築・分析を行うものとする。 
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図－１ 交通需要の日間変動下における個人の行動仮説 

 

３．知覚所要時間分布と期待形成 

 

（１）情報獲得前の知覚所要時間分布の形成プロセスと

推定方法 
 情報獲得前の事前知覚所要時間は、過去に自らが走行

した経験から得られる所要時間実現値をもとに個人の主

観的判断に基づいて形成されるが、この所要時間実現値

は常に一定ではなく、交通需要量などの影響を受けて

日々変化しているため、ドライバーが形成する事前知覚

所要時間は不確実性を含んでいると考えられる。従って、

本研究では、ドライバーは事前知覚所要時間を長期平均

的な所要時間の周りに一定のばらつきをもった確率分布

として形成していると仮定する。すなわち、本研究では、

日々の繰り返し的な経験を通じて長期的に所要時間実現

値が蓄積され、それに基づいてドライバーは事前の知覚

所要時間分布を形成するものと考える。なお、ドライバ

ーの同質性を仮定しない場合には、ある日に利用されな

い経路の所要時間は過去の経験として蓄積されないもの

とするが、情報提供ありの場合には情報を獲得すること

によって事前知覚所要時間分布が修正され新たな知覚所

要時間分布が形成されると考えられるため、修正された

知覚値が経験値として蓄積され、事前知覚所要時間分布

が形成されるものとする。 
 
（２）情報獲得後の知覚所要時間分布の形成プロセスと

推定方法 

本研究では、ある日にドライバーが所要時間情報の獲

得後に形成する知覚所要時間は、情報獲得前に形成して

いる事前知覚所要時間分布と提供される所要時間情報か

らドライバーの主観的判断により合成されたものである



と考える。著者らは、情報獲得後の知覚所要時間分布の

推定方法の有効性をベイズの定理とファジィ推論を用い

て比較検討し、ベイズの定理を用いた推定方法の方が実

際の個人の情報獲得による知覚所要時間形成過程を反映

できることを明らかにしている１２）。よって、本研究に

おいても、ドライバーが情報獲得後に形成する知覚所要

時間分布を、（１）式に示すベイズの定理を用いて推定

するものとする。すなわち、本研究では、ドライバーは

過去の走行経験などから情報獲得前の事前知覚所要時間

分布fX(x)を形成しているが、情報提供システムから所要

時間情報εが提供されると、情報獲得前の事前知覚所要

時間分布fX(x)と提供された所要時間情報εから情報獲得

後の知覚所要時間分布f’X(x|ε)を形成すると考える。 
 
 
 
 
 
 
ここで、一般に所要時間実現値は、正確な予測が困難

であり、情報提供システムからの情報が、完全な情報と

して正確に提供できないと考えられることから、本研究

では、提供する所要時間情報は一定の幅をもった不確実

なものとし、（１）式の尤度関数g(ε|x)、すなわち所要

時間 x が実現したときに所要時間情報εが提供される条

件付確率密度関数g(ε|x)は、情報の提供精度に対応する

標準偏差 σ’をもつ正規分布に従うものと仮定している。 
 以上の仮定に基づくとき、情報獲得前の知覚所要時間

分布fX(x)を用いれば、（１）式で求められる情報獲得後

の知覚所要時間分布f’X(x|ε)は正規分布に従い、その期待

値μ”と標準偏差σ”はそれぞれ（２）式と（３）式により

与えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）各経路の不効用関数と期待効用の推定 

 本研究では、ドライバーは期待効用最大化基準（期待

不効用最小化基準）に基づいて利用経路の決定を行うも

のと仮定する。つまり、自宅出発前のドライバーは、各

経路の所要時間や交通状況による所要時間の変動量など

を考慮して、効用が最大となる経路を決定して行動を開

始するものと考える。通常の交通行動においては、ドラ

イバーの危険（不確実性）に対する態度は、概ね危険回

避的な行動を取ることが知られている１３)。本研究では、

ドライバーの危険に対する態度は危険回避的であると仮

定し、所要時間の増加に従って不効用が指数関数的に増

加していくものと考え、（４）式のような不効用関数u(tk)
を仮定する。このとき、知覚所要時間分布として正規分

布を仮定すれば、経路kの期待不効用EUk は（５）式とな

る。 
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（４）経路選択行動 

ドライバーの同質性を仮定した（ドライバーを集計単

位で扱う）場合、ドライバーは期待効用最大化基準（期

待不効用最小化基準）に従って行動すると仮定して行動

モデルを構築するが、ドライバーの効用に関係する要因

の中で測定困難なものなどが存在すると考えられること

から、ドライバー間での知覚や効用のランダムな差（例

えば(４)式の不効用関数のλや（５）式の知覚所要時間

分布の確率密度関数fk(tk) の個人間の違い）を考慮して

ランダム効用理論に基づくものとし、（５）式で求めら

れる経路の期待不効用EUk を用いて、（６）式のロジ

ットモデルにより各経路の選択確率Pk（集団における選

択比率）を与えるものとする。 
 
 
 
 
 
なお、（６）式におけるパラメータθは不効用の確率

項の分散を規定するパラメータであり、ドライバー間で

の不効用のランダムな差の程度を表しており、θ→∞と

なるとEUkに関しての最短経路選択となる。 
 一方、ドライバーの同質性を仮定しない（ドライバー

を個人単位で扱う）場合には、（５）式で推定される知

覚所要時間に起因する期待不効用EUkと知覚所要時間以

外の要因に起因する不効用ukの総不効用が最小となる経

路が選択されるものと考える。つまり、（７）式が成立
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する場合に個人iは経路集合Aiの中から経路kを選択する

と仮定する。なお、本研究では知覚所要時間以外の要因

に起因する不効用ukは個人ごとに異なるものとし、その

値は日々変化しないものとして与えている。 
 
 
 

 

 

 

４．シミュレーションの概要 

 

本研究では、図－２に示すような１ＯＤ２経路の簡単

なモデルネットワークを対象として、経路特性や交通需

要変動特性のパラメータを変化させたときのシミュレー

ションモデルによる交通量配分を行うものである。 
 
 
 
 
 
その詳細を以下に示す。なお、’（ダッシュ）の記号の

付いた部分は、ドライバーの同質性を仮定しない場合（個

人単位で扱う場合）の手順である。 
① OD交通需要量は、常に一定ではなく日々変動してい

るものと考えられる。そのため、対象 OD のある日

に交通する可能性のある交通需要量の総数（以下、

最大交通需要量）から正規乱数を用いて（８）式に

よりある日の OD 交通需要量を与えるものとする。

このとき、ある日の OD 交通需要量が、最大交通需

要量よりもあまりに少なすぎると、また OD 交通需

要量の日間変動幅があまりに大きすぎると、現実の

交通状態を反映しているとはいえない。そのため、

本研究では、便宜的に最大交通需要量の７５％を下

回らないように乱数を発生させ、ある日の OD 交通

需要量を与えるものとする。 
 
 
 
② 情報提供主体は、過去に提供した所要時間情報を考

慮して情報を推定するのではなく、過去に実現した

ネットワーク状態の蓄積値である実現所要時間分布

を用いた期待効用最大化基準に従って、ある日の予

測経路選択確率を（６）式のロジットモデルにより

推定し、その予測経路選択確率とある日の OD 交通

需要量から各経路の予測集計交通量を推定する。推

定した予測集計交通量から、所要時間関数を用いて

ドライバーに提供する経路所要時間情報を推定する。

一般的に、情報提供主体は、得られるだけの不完全

な情報を利用して所要時間情報を推定して提供する

ものと考えられる。そのため、提供する所要時間情

報εは、情報の精度を考慮して確率分布の形として

与えるものとする。なお、情報は二つの経路を同時

に提供するものとする。 
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③ ある日の提供される所要時間情報εと事前知覚所要

時間分布fX(x)からベイズの定理を用いて情報獲得後

のドライバーの知覚所要時間分布f’X(x|ε)を推定する。 
④ 同質性を仮定する場合、③で推定した情報獲得後の

知覚所要時間分布f’X(x|ε)を用いて、期待効用最大化基

準により最終的な各経路の選択確率Pkを推定し、ある

日の経路交通量実現値を算出する。 
④’ 同質性を仮定しない場合、③で推定した情報獲得後

の知覚所要時間やその他の要因とから個々のドライ

バーに対して効用が最大となる経路を求め、その集

計結果として得られる経路交通量実現値を算出する。 

O D 
経路 1 

経路 2 

図－２ モデルネットワーク 

⑤ 得られた経路交通量実現値から所要時間関数を用い

て経路所要時間の実現値を推定する。 
⑥ 同質性を仮定する場合、⑤で得られたある日の経路

所要時間実現値を過去の経験として蓄積させ、事前

知覚所要時間分布を修正する。 
⑥’ 同質性を仮定しない場合、⑤で得られたある日の経

路所要時間実現値を過去の経験として蓄積し、事前

知覚所要時間分布fX(x)を修正する。なお、ある日に利

用されない経路の知覚所要時間分布は更新されない

が、情報ありの場合には、③で推定した情報獲得後

に修正された知覚所要時間を経験値として蓄積する

ものとする。また、ある日に行動しなかったドライ

バーは、知覚所要時間は更新されないものとする。 
⑦ 情報提供主体は、⑤で得られた所要時間実現値を過

去のネットワーク実績値として蓄積し、実現所要時

間分布を修正する。 
本研究では、経路特性や交通需要変動特性のパラメー

タを変化させながら、①から⑦の手順を情報提供する場

合としない場合について一定期間繰り返し、各経路状態

の推移やドライバーの知覚所要時間形成過程を把握する。 
 ドライバーの同質性を仮定する場合、事前知覚所要時

間分布fX(x)のパラメータの集団平均が、 n 日繰り返した

時の客観的所要時間分布と一致するものと仮定する。n
日までに実現した所要時間の標本平均値と不偏標本標準

偏差を事前知覚所要時間分布fX(x)の期待値および標準偏

差としてそれぞれ（８）式、（９）式として与える。こ

の仮定により、手順⑥で修正される事前知覚所要時間分

布fX(x)と手順⑦の実現所要時間分布は一致することにな

る。また、この仮定により、シミュレーションの操作性

を向上させ、一般的に容易に利用できるモデルを構築で

きる可能性があるものと考えている。なお、シミュレー

( ) )8(xRANDOMQQi ×=

正規乱数

潜在交通量交通需要量　　日目の
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ションの初期値として、事前知覚所要時間分布および実

現所要時間分布の期待値と標準偏差を、それぞれ第一経

路で5分、0.5分、第二経路で10分、1分とした。 
№ 経路

不効用関数の
パラメータλ

不効用の分散
パラメータθ

フリーフロー時の
経路所要時間

交通容量 最大交通需要量 情報の精度

1 5 500

2 10 1000

1 5 500

2 10 1000

1 5 500

2 10 1000

1 変化 500

2 10 1000

1 5 500

2 変化 1000

1 5 変化

2 10 1000

1 5 500

2 10 変化

1 5 500

2 10 1000

1 5 500

2 10 1000
変化

10%

10%

10%

10%

10%

10%

10%

10%

2500

変化

2500

2500

2500

2500

2500

2500

5 0.02 0.15

6 0.02 0.15

3 0.02 0.15

8 0.02 0.15

7 0.02 0.15

4 0.02 0.15

0.02 変化2

1 変化 0.15

基
本

0.02 0.15 2500

表－1 シミュレーション条件 
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ドライバーの同質性を仮定しない場合の事前知覚所要

時間分布fX(x)は、個々のドライバーが利用した経路の所

要時間実現値の蓄積を通じて形成され、利用していない

経路であっても情報提供された場合には、経験値として

情報獲得後に修正された知覚所要時間分布f’X(x|ε)の期待

値μ”の蓄積を通じて形成されると仮定する。したがって、

ドライバーの事前知覚所要時間分布fX(x)のパラメータは、

個々のドライバーで異なるものとなる。そのため、（８）

式中「経路 k の j 日目の所要時間実現値 tkj」は、「個々

のドライバーが j 日目に利用した経路 k の所要時間実

現値」として、また利用していない経路であっても情報

を獲得した場合には、「j日目に利用していない経路 k の
情報獲得後の知覚所要時間分布期待値μ”」として与える

ものとする。なお、ある日に走行していないドライバー

の事前知覚所要時間分布は更新されないものとした。 
また、ドライバーの行動結果としての経路交通量を用

いた所要時間の推定には、米国道路局で開発されたBPR
関数を用いる。これは、（１０）式に示す関数形をして

おり、交通量に関して狭義の単調増加関数となっている。

本研究では、パラメータα＝0.15、β＝4 として分析に

用いている。 
 
 
 
 

５．交通量シミュレーション実行結果 

 

ドライバーの同質性を仮定した場合としない場合に

ついて、経路特性や交通需要変動特性の変化による影響

を把握するために、本研究で構築したシミュレーション

モデルを表－１に示す条件の下で一定期間（1000日）繰

り返すものとした。フリーフロー時の経路所要時間や経

路交通容量は、第一経路と第二経路の相対的な差による

分析も考えられるが、確認のためそれぞれのパラメータ

を単独で分析するものとした。なお、シミュレーション

実行結果は、交通行動が繰り返されたときの情報提供に

よるネットワークへの影響を把握するため、情報提供さ

れるという状況下で、交通行動が繰り返されたときの結

果として得られる事前知覚所要時間分布について示すも

のとする。また、提示する実行結果のパラメータ変化域

は、結果が大きく変化した場合にはその前後の範囲、大

きく変化しない場合には代表的な範囲、一般的（著者ら

の主観もあるが）に不自然ではない範囲により設定した。 
まず、基本ケースの場合のシミュレーション過程を事

前知覚所要時間分布期待値と標準偏差の経路平均値（ネ

ットワーク全体の平均値）で示したものが図－３である。

ドライバーの同質性を仮定した場合には、情報提供あり

の場合の方がなしの場合と比較して、収束時の事前知覚

所要時間分布期待値の経路平均値が、情報提供ありの場

合に若干大きくなるものの、標準偏差の経路平均値が情

報提供ありの場合に小さくなることから、情報提供によ

ってドライバーが知覚するネットワーク全体の状況（不

確実性）が改善さるものと考えられる。しかし、ドライ

バーの同質性を仮定しない場合には、情報提供ありの場

合の方がなしの場合と比較して、収束時の事前知覚所要

時間分布期待値および標準偏差の経路平均値が大きくな

る。特に情報提供ありの場合に収束時の事前知覚所要時

間分布期待値および標準偏差がともに最も大きくなる。

その詳細を把握するため、情報提供ありの場合のシミュ

レーション過程を事前知覚所要時間分布の期待値と標準

偏差で示したものがそれぞれ図－４(a)(b)である。これよ

り、同質性を仮定しない場合には、仮定した場合よりも

特に第二経路で収束時の事前知覚所要時間分布の期待値

および標準偏差がともに大きくなる。これは、ドライバ

ーの同質性を仮定しない場合には、情報提供ありの場合

に利用していない経路の事前知覚所要時間分布が情報獲

得後の知覚所要時間によって更新されることが影響して

いると考えられる。図－５(a)(b)にドライバーの同質性を

仮定した場合と仮定しない場合の情報獲得後知覚所要時

間分布期待値（同質性を仮定しない場合には情報獲得後

知覚所要時間分布期待値の全ドライバーの平均値）のシ

ミュレーション過程を示す。この図より、同質性を仮定

しない場合の方が、仮定した場合と比較して、第一経路・

第二経路ともに情報獲得後知覚所要時間分布期待値の平
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パラメータの交通容量経路
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均値が大きく変動していることから、同質性を

仮定した場合としない場合との情報獲得後の

知覚所要時間分布の形成過程の違いが少なか

らず影響しているものと思われる。 
次に、それぞれのケースのシミュレーション

実行結果を図－６から図－１７に示す。 
 
(a)ケース1：不効用関数のパラメータλの影響 
ここでは、不効用関数のパラメータλを0.02

から0.10まで0.02刻みで変化させてシミュレ

ーションを実行した。不効用関数のパラメータ

λが大きくなることは、危険回避度が大きくな

ることを意味している。まず、図－６(a)よりド

ライバーの同質性を仮定した場合には、情報提

供ありの場合には、不効用関数のパラメータλ

が0.08から0.10の前後で事前知覚所要時間分

布期待値および標準偏差の経路平均値が大き

く変化している。また、図－６(b)より同質性を

仮定しない場合には、不効用関数のパラメータ

λが0.04から0.05の前後で大きく変化してい

る。これらの詳細を把握するために、情報提供

ありの場合のシミュレーション過程を各経路

の事前知覚所要時間分布の期待値で示したも

のが図－７である。 
まず、図－７(a)より、不効用関数のパラメー

タλが0.10の場合には、λが0.08の場合と比

較して第一経路と第二経路の事前知覚所要時

間分布の期待値が大きく異なり、その差はシミ

ュレーション開始直後から大きく（第一経路が

長く、第二経路が短い）、1000 日繰り返して

も大きく異なっている。情報提供ありの場合に

大きく変動するのは、不効用関数のパラメータ

λが大きくなることで、シミュレーション開始

直後から第一・第二経路の事前知覚所要時間に

大きな差ができ（第一経路が長く、第二経路が

短い）、情報提供システムは第一経路を選択す

るドライバーが少なくなるものと判断し、第一

経路の所要時間を第二経路より短い所要時間

として提供する。さらに、ドライバーは獲得し

た第一経路の情報が短い所要時間であるため、

第一経路に集中してしまい、結果として、第一

経路の所要時間実現値が大きくなり、事前知覚

所要時間も大きくなるという過程を繰り返す

ことになる。このような過程を繰り返すのは、

不効用関数のパラメータλが大きすぎる場合、

小さい場合と比較して知覚所要時間の大小に

よる危険回避度の影響が大きくなり、知覚所要

時間の大きい経路は、小さい経路よりも危険回
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(a)基本ケースの第一経路情報獲得後知覚所要時間分布期待値 

(b)基本ケースの第二経路情報獲得後知覚所要時間分布期待値 
図－５ 基本ケースのシミュレーション過程（情報提供あり） 
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図－３ 基本ケースのシミュレーション過程 

(a)基本ケースの事前知覚所要時間分布期待値 

(b)基本ケースの事前知覚所要時間分布標準偏差 

図－４ 基本ケースのシミュレーション過程（情報提供あり） 
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避度の影響が大きくなるため、情報提供ありの

場合には、シミュレーション開始直後から知覚

所要時間の大きい第一経路での変化が大きく

なるものと思われる。また、シミュレーション

開始直後から第一経路の実現所要時間が大き

くなることで、情報提供システムは、第一経路

を選択するドライバーが少なくなるものと判

断し第一経路の所要時間を第二経路より短い

所要時間として提供することもこのような過

程を繰り返す要因の一つである。 
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次に、図－７(b)より不効用関数のパラメータ

λが0.05の場合には、λが0.04の場合と比較

して、シミュレーションの初期段階から第一経

路と第二経路の知覚所要時間分布期待値に大

きな差異（第一経路が長く、第二経路が短い）

ができ、1000 日繰り返してもその差を残して

いる。これは、ドライバーの同質性を仮定した

場合と同様に不効用関数のパラメータλが大

きくなることで、第一経路と第二経路の事前知

覚所要時間期待値に大きな差が生じる過程を

繰り返すことに起因している。 

なしの場合

このように、効用関数のパラメータλの値に

よっては、ドライバーの同質性を仮定する場合

も仮定しない場合も、情報提供する場合にはし

ない場合よりもかえってネットワークの状態

を悪化させてしまうことがあることを示唆し

ている。 
 

(b)ケース2：経路選択確率の効用の分散パラメ

ータθの影響 
 ケース２では、経路選択確率の不効用の分散

パラメータθを0.15から0.55まで0.05刻みで

変化させた。ここで、不効用の分散パラメータ

θの絶対値が大きくなることは、知覚所要時間

待値が最短となる経路が選択されやすくなることを意味

している。その実行結果を図－８に示す。まず、図－８

(a)より、ドライバーの同質性を仮定した場合には、情報

提供ありの場合もなしの場合も同様な傾向を示している

が、収束時の事前知覚所要時間分布標準偏差の経路平均

値で情報提供ありの場合の方がなしの場合と比較してす

べてのケースで小さくなることから、情報提供によって

知覚所要時間の不確実性を減少させる効果が期待できる。

また、図－８(b)より同質性を仮定しない場合には、情報

提供ありの場合には、不効用の分散パラメータθが大き

くなるに従って、事前知覚所要時間分布期待値および標

準偏差の経路平均値も大きくなることから、不効用の分

散パラメータθを大きくなるにつれてネットワークの状

況を悪化させてしまうことがあると思われる。 

分布の期 このように、本研究で構築したシミュレーションモデ

ルでは、情報提供する場合に知覚所要時間分布の期待値

が最短となる経路が選択されやすくなることによって必

ずしもネットワークの状態が良くなるわけではなく、ド

ライバーの同質性を仮定しない場合には、効用の分散パ

ラメータθの値によっては情報提供しない場合よりもか

えってネットワークの状態を悪化させてしまうことがあ

ることを示唆している。 
 
(c)ケース3：第一経路フリーフロー時の所要時間の影響 
ケース３では、交通容量の小さい第一経路のフリーフ

ロー時の所要時間を 5 分から 25 分まで 2.5 分刻みで変

化させた。その結果を図－９に示す。まず、図－９(a)
よりドライバーの同質性を仮定した場合には、第一経路

のフリーフロー時の所要時間が大きくなるにつれて事前
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図－６ ケース1のシミュレーション結果 

(a)同質性を仮定した場合 

(b)同質性を仮定しない場合 
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図－７ ケース1の事前知覚所要時間分布期待値の実行過程 
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(b)同質性を仮定しない場合 



知覚所要時間分布期待値の経路平均値が大き

くなるものの、情報提供ありの場合には、す

べてのケースで事前知覚所要時間分布標準偏

差の経路平均値が小さくなることから情報提

供によって知覚所要時間の不確実性を減少さ

せる効果が期待できる。次に、図－９(b)より

同質性を仮定しない場合には、情報提供あり

の場合に第一経路フリーフロー時の所要時間

が10分から15分の前後で事前知覚所要時間

分布期待値および標準偏差の経路平均値が大

きく変化している。その詳細を把握するため、

第一経路フリーフロー時の所要時間が 10 分

と 12.5 分の場合の情報提供ありの場合のシ

ミュレーション過程を図－１０に示す。この

図より、第一経路フリーフロー時の所要時間

が 12.5 分の場合には、10 分の場合と比較し

て第一経路と第二経路ともに事前知覚所要時

間分布の期待値が大きくなる。これは、第一

経路フリーフロー時の所要時間が 2.5 分増加

することの影響が、ネットワーク全体に影響

しているものと考えられる。したがって、ド

ライバーの同質性を仮定しない場合には、交

通容量の少ない経路のフリーフロー時の所要

時間の大きさによっては、情報提供によって

かえってネットワーク状態を悪化させてしま

うことがあるものと思われる。 
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図－８ ケース2のシミュレーション結果 

(a)同質性を仮定した場合 

(b)同質性を仮定しない場合 

 
(d)ケース4：第二経路フリーフロー時の所要

時間の影響 
ケース４では、交通容量の大きい第二経路

のフリーフロー時の所要時間を 5 分から 25
分まで 2.5 分刻みで変化させた。その結果を

図－１１に示す。まず、図－１１(a)ドライバ

ーの同質性を仮定した場合には、第二経路の

フリーフロー時の所要時間の変化に対して、

情報提供ありの場合もなしの場合も事前知覚

所要時間分布期待値および標準偏差の経路平

均値に大きな違いはないが、情報提供ありの

場合には、すべてのケースで事前知覚所要時

間分布標準偏差の経路平均値が小さくなるこ

とから、情報提供によって知覚所要時間の不

確実性を減少させる効果が期待できる。次に、

図－１１(b)より同質性を仮定しない場合に

は、第二経路フリーフロー時の所要時間が20
分から 25 分の前後で変化している。その変化は事前知

覚所要時間標準偏差の経路平均値で大きい。その詳細を

把握するため、第二経路フリーフロー時の所要時間が、

20 分と 22.5 分の場合の情報提供なしの場合のシミュレ

ーション過程を図－１２に示す。この図より、第二経路

フリーフロー時の所要時間が 22.5 分の場合には、20 分

の場合と比較して特に第二経路の事前知覚所要時間分布

の期待値が大きくなっていることがわかる。これは、第

二経路フリーフロー時の所要時間が22.5分前後では、ド

(a)同質性を仮定した場合 

(b)同質性を仮定しない場合 
図－９ ケース3のシミュレーション結果 
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図－１０ ケース3の事前知覚所要時間分布期待値の実行過程 



ライバーは第一経路よりも第二経路の方が総

不効用の小さい経路であると判断し、第二経路

の交通量が増加するためである。このようなこ

とが発生するのは、第二経路のフリーフロー時

の所要時間が20分、22.5分、25分と増加して

いくにつれて第一経路の事前知覚所要時間期

待値はそれぞれ22.565分、23.891分、24.522
分と増加する。しかし、第二経路では 24.565
分、31.832 分、26.304 分となり第二経路のフ

リーフロー時の所要時間と対応しないことか

ら、ドライバーは第二経路よりも容量が少なく

フリーフロー時の所要時間が短い第一経路の

事前知覚所要時間の形成を重視していること

が考えられる。また、情報提供あり場合には、

なし場合のような変化は発生しないことから、

情報提供によってドライバーの事前知覚所要

時間の形成過程が、情報提供なしの場合よりも

適切な経路選択行動が行われていると思われ

る。 
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図－１１ ケース4のシミュレーション結果 
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このように、第二経路のフリーフロー時の所

要時間の値によっては、ドライバーの同質性を

仮定しない場合には、情報提供されることによ

ってドライバーの経路選択が適切に行われる

ことがあると考えられる。 
 

(e)ケース5：第一経路の交通容量の影響 
ケース５では、フリーフロー時の所要時間の

小さい第一経路の交通容量を 500 台から 2500
台まで250台刻みで変化させた。その結果を図

－１３に示す。まず、図－１３(a)より同質性を

仮定した場合には、第一経路の交通容量の増加

に対して、情報提供ありの場合もなしの場合も

事前知覚所要時間分布期待値および標準偏差

の経路平均値は徐々に減少していくものの、大

きな差異は見られない。しかし、すべてのケー

スで情報提供ありの場合の方が、なしの場合と

比較して事前知覚所要時間分布標準偏差の経

路平均値が小さくなる。また、図－１３(b)より

同質性を仮定しない場合には、情報提供ありの

場合に第一経路の交通容量が 500 台から 750
台の前後で事前知覚所要時間分布期待値およ

び標準偏差が大きく変化している。その詳細を

把握するため、情報提供ありの場合の第一経路の交通容

量が500台と750台の場合のシミュレーション過程を図

－１４に示す。この図から、第一経路の交通容量750台

の場合には、500 台の場合と比較して、第一経路・第二

経路ともに事前知覚所要時間分布期待値が小さくなって

いる。これは、第一経路の交通容量の増加が、第一経路

および第二経路の知覚所要時間分布期待値の減少に影響

するためである。つまり、第一経路の交通容量が増加す

ることで第一経路の所要時間が減少し、第二経路から第

一経路にいくらかの交通量がシフトする。交通量が第一

経路にシフトすることで第二経路の所要時間が減少する。

この過程が所要時間情報の提供によってされない場合よ

経路2

第一経路フリーフロー時の所要時間=20分         第一経路フリーフロー時の所要時間=22.5分 

図－１２ ケース4の事前知覚所要時間分布期待値の実行過程

図－１３ ケース5のシミュレーション結果 
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りも効果的に行われ、結果として第一経路と第

二経路のそれぞれの事前知覚所要時間分布期

待値が小さくなるものと思われる。 
このように、フリーフロー時の所要時間の小

さい第一経路の交通容量を変化させた場合に

は、その容量の大きさによっては事前知覚所要

時間期待値や標準偏差を小さくさせる効果が

期待できる。 
 
 (f)ケース6：第二経路の交通容量の影響 
ケース６では、フリーフロー時所要時間の大

きい第二経路の交通容量を750台から2500台

まで250台刻みで変化させた。その結果を図－

１５に示す。まず、図－１５(a)よりドライバー

の同質性を仮定した場合には、ケース5の場合

と同様に情報提供の有無による大きな違いは

ないものの、すべてのケースで情報提供ありの

場合の方が、なしの場合と比較して事前知覚所

要時間分布標準偏差の経路平均値が小さくな

ることから、情報提供によって知覚所要時間の

不確実性を減少させる効果が期待できる。次に、

図－１５(b)よりドライバーの同質性を仮定し

ない場合には、第二経路の交通容量が750台か

ら 1000 台の前後で情報提供ありの場合に事前

知覚所要時間分布期待値および標準偏差の経

路平均値が大きく変化している。これは、ケー

ス 5 の場合と同様に交通容量の増加がネット

ワーク全体に影響しているためであると考え

られる。 
 
(g)ケース7：最大交通需要量の影響 
ケース７では、最大交通需要量を1500台から

3000台まで250台刻みで変化させた。すなわち、

ケース5やケース６のように経路容量を変化さ

せ、経路の混雑度を変化させるのではなく、ネ

ットワーク全体の平均的な混雑度を逐次変化

させた。その結果を図－１６に示す。まず、図

－１６(a)よりドライバーの同質性を仮定した

場合には、最大交通需要量の増加に伴って情報

提供ありの場合もなしの場合も事前知覚所要

時間分布期待値および標準偏差の経路平均値

は増加していき、情報提供の有無による違いは

見られない。しかし、すべてのケースで情報提

供ありの場合の方がなしの場合と比較して事

前知覚所要時間分布標準偏差の経路平均値が小さくなる。

次に、図－１６(b)より同質性を仮定しない場合には、最

大交通需要量の増加に伴って情報提供ありの場合もなし

の場合も事前知覚所要時間分布期待値および標準偏差の

経路平均値が大きくなる。しかし、最大交通需要量が20
00台以下の場合には、情報提供なしの場合よりありの場

合の方が事前知覚所要時間分布期待値および標準偏差の

経路平均値が小さくなる。また、最大交通需要量が3000
台の場合には、情報提供ありの場合になしの場合よりも

事
前
知

覚
所
要

時
間
分
布

の
期
待

値

0

20

40

60

80

100

120

0

20

40

60

80

100

120

事
前
知
覚

所
要
時
間

分
布
の

期
待
値

経路1

第一経路の交通容量=500台            第一経路の交通容量=750台 

経路2

経路1 経路2

0 200 400 600 800 1000

繰り返し日数

0 200 400 600 800 1000

繰り返し日数

図－１４ ケース5の事前知覚所要時間分布期待値の実行過程
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図－１６ ケース7のシミュレーション結果 

(a)同質性を仮定した場合 

(b)同質性を仮定しない場合 

図－１５ ケース6のシミュレーション結果 
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事前知覚所要時間分布期待値の経路平均値は

大きくなるものの、標準偏差の経路平均値が小

さくなっている。このことから、最大交通需要

量の大きさによっては、情報提供によって知覚

所要時間期待値や不確実性を減少させる効果

が期待できる。 
 

(h)ケース8：情報の精度の影響 
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ケース８では、提供する所要時

の0％から100％を所要時間情報の標準偏差

となるものとして変化させ、提供する所要時間

情報の標準偏差の変化から情報の精度の影響

を把握する。その結果を図－１７に示す。図－

１７(a)よりドライバーの同質性を仮定した場

合には、期待値の0％を所要時間情報の標準偏

差とした場合に事前知覚所要時間期待値およ

び標準偏差の経路平均値が最も小さくなるこ

とから、提供する所要時間情報に誤差がない確

定的なものとして提供する場合にネットワーク

状態となることを把握した。さらに、期待値の 0％を所

要時間情報の標準偏差とした場合、情報提供ありの場合

の方が、なしの場合と比較して、事前知覚所要時間分布

の期待値および標準偏差が小さくなることから、情報提

供により知覚所要時間の短縮効果だけではなく知覚所要

時間の不確実性を減少させる効果が期待できる。また、

図－１７(b)より同質性を仮定しない場合には、情報の精

度が 20%から 50%の前後で事前知覚所要時間期待値の

経路平均値が、また20％から100％の前後で事前知覚所

要時間標準偏差の経路平均値が情報提供なしの場合より

小さくなる。特に、情報の精度を20%とした場合にネッ

トワークの状態が最良となる。このため、同質性を仮定

しない場合には、確定的な所要時間情報を提供するより

も、情報の精度を考慮して確率分布の形として提供する

方がネットワークの状況を改善でき、情報の精度が20%
の前後で最も情報提供の効果を期待できることを確認し

た。 
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図－１７ ケース8のシミュレーション結果 

(a)同質性を仮定した場合 

(b)同質性を仮定しない場合 

が最良な

６

 

しない場合について、ＯＤ交通需要量の確率的変動下

での知覚所要時間分布の形成過程を考慮したシミュレー

ションモデルを構築し、経路特性や交通需要とその変動

特性にかかわるパラメータを変化させたときの交通量配

分シミュレーションを1OD2経路の簡単なネットワーク

に適用して分析を行った。 

分析に際しては、情報獲得

所要時間の周りに一定のばらつきをもった確率分布と

して所要時間を知覚していると仮定し、情報獲得後に形

成するドライバーの知覚所要時間分布は、主観的判断を

合理的に考慮することが可能なベイズの定理を用いて推

定されるものとした。なお、提供される情報は、予測集

計交通量から所要時間関数を用いて推定した予測所要時

間とし、情報提供主体は得られるだけの不完全な情報を

利用して所要時間情報を推定して提供すると考えられる

ことから、情報の精度を考慮して確率分布の形で与えら

れるものとした。ドライバーの同質性を仮定する場合の

経路選択行動は、ドライバー間での知覚や効用のランダ

ムな差を考慮し期待効用理論に基づきロジットモデルに

よって推定するものとした。また、ドライバーの同質性

を仮定しない場合には、知覚所要時間に起因する期待不

効用とその他の要因に起因する不効用を考慮した総効用

最大化基準（総不効用最小化基準）に従うものとした。 
本研究で構築したモデルでは、ドライバーの同質性を

定する場合も仮定しない場合も不効用関数のパラメー

タλの値によって、また同質性を仮定しない場合には経

路選択確率の効用の分散パラメータθや交通容量の小さ

い経路（第一経路）のフリーフロー時の所要時間の値に

よって、情報提供することによってかえってネットワー

クの状況を悪化させてしまうことがあることを確認した。

しかし、ドライバーの同質性を仮定した場合には、すべ

てのケース（パラメータの値によって大きく変化する場

合を除く）において事前知覚所要時間分布標準偏差の経

路平均値が小さくなることから、また同質性を仮定しな

い場合でも条件によっては事前知覚所要時間分布期待値

および標準偏差の経路平均値が小さくなることから、所

要時間情報の提供は、ネットワーク全体の知覚所要時間

期待値や知覚所要時間の不確実性を減少させる効果を得



られるものと思われる。このように、所要時間情報提供

による効果を評価するには、所要時間の短縮といった効

果だけではなく知覚所要時間の不確実性を減少させる効

果が考えられるため、本研究のように知覚所要時間を確

率分布と仮定してモデルを構築することは重要である。 

本研究でのモデルは、ドライバーの知覚所要時間分布

や
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うな交通環境下で所要時間情報提供下において交通行動が繰り返されるとき、経路状態が日々どのよ

そのために、交通量配分シミュレーション

デルを構築し、1OD２経路の簡単なネットワークを対象として経路特性や交通需要とその変動特性にかかわる

パラメータを変化させたときのシミュレーション結果について情報提供される場合とされない場合との比較を通

じた評価を行い、情報提供の影響を把握した。 

ffic Assignment Simulation Analysis considering the Drivers’ Travel Time Perception Updating Process under the Travel Time Informatio
By Y

 

travel time perception in the case where travel behavior is repeated under the stochastic travel demand, we 
ion of travel time information on travel behavior and network 

erformance. For this purpose, we construct a simulation model of traffic assignment for a simple network. 
Then, by changing the route characteristics and the stochastic travel demand property with and without the 
provision of travel time information, we examine the simulation results and try to get knowledge concerning 
the effects of travel time information provision. 
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